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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、戦後日本の家族社会学の成立と展開を詳しく検討す

ることである。それを、文献研究と年配の先生方へのインタビューを通じて行い、所期の目的

を達成することができた。とくに、家族社会学の主流だけでなく、家族問題研究のグループ、

マルクス主義家族社会学のグループ、女性学・フェミニズム研究のグループなど多様な研究の

流れを明らかにすることができたことが大きな成果であった。このことで、戦後家族社会学の

展開を多元的に理解する視座をえることができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the formation and progress
of family sociology in the postwar Japan in detail. It was done through the literature study
and interview to elderly researchers. Especially, being able to clarify the flow of various
researches like the group of not only the mainstream of the family sociology but also the
group of the family problem research, the group of the Marxism family sociology, and
women's studies and the feminism research group was a significant outcome. The result of
this study is to be able to acquire the viewpoint that plurally understood progressing the
family sociology in the postwar Japan.
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１．研究開始当初の背景
(1) 21 世紀を迎えた現代日本において、家
族はその実態においても研究面においても
大きな転換期にあるという認識が広く共有
されている。そのため、社会の側からは実態
としての家族の新たなあり方が求められて
いるし、研究面においても、新たな家族研究
の理論や方法、さらには家族研究の新たなパ
ラダイムを模索する必要性に迫られている。

(2) 家族社会学の多くの研究者も、こうした
現状に鑑み、欧米の新しい家族研究の理論と
方法の導入に努めたり、あるいはまた親学問
である社会学の新しい理論と方法の摂取を
試みたりしている。

２．研究の目的
(1) そうした家族研究の現状は、戦後確立し
た家族社会学の流れの延長線上にあるもの
としてとらえることができる。つまり、現在
の家族と家族研究の転換期は、1960 年くら
いまでに成立した、戦後という時代に特徴づ
けられた家族の実態と、それを研究対象とし
て成立した家族社会学という学問領域の、そ
の両者のその後の展開も含めた延長線上に
ある転換期であると考えることができるも
のである。

(2) したがって、家族社会学が現在直面して
いる研究の転換期の意味を理解し、そこから
の家族社会学研究の新たな展開を図るため
には、迂遠なようにみえるかもしれないが、
いま一度原点に立ち戻って、戦後の家族社会
学がどのようにして成立し、その後いかなる
展開を遂げて現在に至るのかを詳細に検討
することも、有効な作業になると考えること
ができる。

(3) そうした観点から、具体的な作業として、
戦後家族社会学の成立と展開を、戦後すぐの
1940 年代後半から 1970 年代にかけての約
30 年の時間幅のなかで検討することにした。
そのことによって、現在の家族と家族研究が
直面している転換期の位相とその意味を理
解し、そこからさらなる展開を展望すること
を研究の目的とする。検討の終了時点を現在
でなく 1970 年代としたのは、1970 年代まで
に定着していた家族社会学研究の理論と方
法が、家族の実態にそぐわないということで
批判され転換期を迎えるからである。

３．研究の方法
(1) 戦後家族社会学の研究史については、文
献にもとづいた研究は数がそれほど多くは
ないものの、その都度比較的タイムリーに行
われ、研究成果はある程度蓄積されている。

しかし、実際に家族社会学研究に携わった研
究者への個別インタビューや、そうした家族
社会学者が複数参加する座談会などのかた
ちで得られた肉声をデータにした研究史の
研究は、これまでほとんど行われてこなかっ
た。

(2) 唯一例外的なものとしてあるのは、1968
年の第 1回家族社会学セミナーの際に行われ
た座談会「家族研究の回顧と展望」（山室周
平・姫岡勤共編『現代家族の社会学：成果と
課題』）1970 年、に収録）である。しかし、
ここでは戦前の家族研究が座談会でのおも
なテーマになっており、そこへの参加者も戦
後の研究者だけでなく、戦前・戦中から活躍
していた研究者を多く含んでいるものだっ
た。

(3) その後、同じように戦後の家族社会学研
究の研究史を回顧するような座談会や個別
の研究者を対象にしたインタビュー調査は、
ほとんどないといっていいほど行われてこ
なかった。そこで、本研究では、戦後すぐの
家族社会学の成立やその後の展開に実際に
立ち会い、それらの状況をよく知る年長の研
究者の方々への個別インタビュー調査を行
うことを研究の主要な方法とした。さらに、
それに 1970 年代までの家族社会学の主要な
著書・論文等の文献の検討を併用し、インタ
ビューと文献研究の両面から、戦後の家族社
会学の成立と展開を明らかにする方法をと
った。

４．研究成果
(1) 文献研究の成果のひとつは、『近代家族』
（1955 年）の著者である北村達や、『家族の
研究』（1959 年）の著者である菊池綾子、さ
らには 1950 年代にアメリカの文献をもとに
新しい家族社会学研究の論文を量産した執
行嵐など、ある時期には家族社会学の主要な
研究者であったが、その後、忘れられていた
研究者の業績を再評価することができたこ
とである。かれらは、戦後すぐの 1950 年代
には、戦後の新しい家族社会学研究を模索し
方向づけるような論文や著書を発表してい
た。しかし、戦後の家族社会学が、東京を中
心とする関東圏の小山隆の研究者グループ
と、関西の姫岡勤を中心とする研究者グルー
プによって担われていくなかで、かれらはい
ずれもそれらのグループにも所属すること
はなかった。三者とも、その後の専門領域が
家族社会学よりも教育社会学などにシフト
したことも大きな要因だが、それに加えて北
村達と執行嵐の場合には、所属大学がそれぞ
れ北海道と九州であったという地理的な条
件も、家族社会学の表舞台から消えていくこ



とに影響したものと思われる。いずれにして
も、かれらは 1950 年代から 1960 年代にかけ
て形成された戦後の家族社会学の研究者集
団に加わることはなく、そのことがその後の
家族社会学研究の流れのなかで忘れられて
いった原因であることがわかった。

(2) 文献研究のもうひとつの成果は、戦後
家族社会学の最初の講座ものである『現代家
族講座』全 6巻（磯村英一・川島武宜・小山
隆編、1955 年-1956 年）を再評価することが
できたことである。従来、戦後の家族社会学
の最初期のパラダイムとされていたものは、
東京都下 3地点での家族の実態調査にもとづ
く『現代家族の研究』（小山隆編、1960 年）
であった。しかし、『現代家族講座』のシリ
ーズは、多くの若手研究者によってアメリカ
家族社会学の影響も強く受けたかたちで、戦
後の家族社会学の取り扱うテーマや、依拠す
る理論と方法を広く一般に提示してみせた
ものであり、戦後家族の実態を社会調査によ
って示してみせた『現代家族の研究』と並ん
で、その理論編ともいえる重要なものとして
位置づけられることを明らかにすることが
できた。

(3) 年長の研究者を対象としたインタビュ
ー調査から得られた成果は、戦後家族社会学
の流れには、主流派だけでなく、傍流ともい
えるその他の多様な家族研究の流れがある
ことを明らかにすることができたことであ
る。インタビュー調査から、さらに主流と傍
流の関係、いくつかの傍流間の関係も、ある
程度明らかにすることができたことは大き
な成果だった。

(4) このインタビューは、戦後家族社会学
の主流派の研究者よりも、それ以外の研究者
を意識的に多く選んで行った。その結果、傍
流としては、戦後すぐから存在する家族問題
研究のグループ、マルクス主義家族社会学の
グループ、1970 年代以降顕著となる女性学・
フェミニズム研究のグループなど、多様な家
族研究の流れが存在し、それらが主流派を取
り巻いて重層的なかたちで戦後の家族社会
学を形成していたことを明らかにすること
ができた。

(5) しかし、それらの家族研究のグループ
は、それぞれが統合度の高い研究者集団を形
成していたわけではなかった。例えば、家族
問題研究のグループは、湯沢雍彦に代表され
るような法学的な観点を重視するグループ、
大橋薫に代表されるような家族病理学を掲
げるグループ、山根常男に代表されるような
精神分析学との接合を図るグループなど、さ
らにいくつかの研究者集団に分立していた。

マルクス主義家族社会学のグループも、マル
クス主義理論の理解や、戦後日本のその当時
の時点での資本主義の発展段階の理解等を
めぐって、互いに対立するところもあるもの
だった。さらに、女性学・フェミニズム研究
のグループも、歴史学に由来するもともとか
らある女性学のグループと、目黒依子に代表
されるような欧米由来の新しいフェミニズ
ム研究のグループでは、その立場に違いがあ
った。

(6) このような点から、主流派に対抗する
さまざまな家族研究のグループは、それらが
統合されてひとつの大きなまとまりとなっ
て主流派に対抗し、それを乗り越え、それに
取って代わることはできなかった。その逆に、
主流派ときわめて近い立場に立ち、主流派と
相互に協力して共同研究等を行うこともあ
ったくらいである。しかし、一方では、これ
らさまざまな家族研究のグループの存在こ
そが、戦後の家族社会学研究の単純ではない
複雑な多様性を特徴づけていたともいえる
のである。

(7) 以上のように、文献研究とインタビュ
ー調査の両面から、戦後家族社会学の成立と
展開をめぐる多様な流れの存在と、それらの
関係をある程度明らかにすることができた。
そのことで、戦後家族社会学の成立と展開を
多元的に理解する視座を獲得することがで
きたことが、本研究の最も重要な大きな成果
である。
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